	旅　　　行　　　業


国内旅行、海外旅行、訪日旅行は、東日本大震災により、大きな影響が出ており、とりわけ訪日旅行は、福島原発事故により壊滅的な打撃を受け、６ヶ月たった９月においても回復が遅れている。

 業界概要　

報酬を得て旅行業務を取り扱う旅行業は、旅行業法に基づく登録制で、国が認可する第１種旅行業者、第２種旅行業者と都道府県が認可する第３種旅行業者、旅行業者代理業があり、第１種は海外、国内のパック旅行及び乗車船券等の販売等ができ、第２種は国内のパック旅行及び乗車船券等の販売等ができ、第３種は認可されている都道府県内で催行区域が営業所のある市町村と隣接市町村に設定されたパック旅行及び乗車船券等の販売等ができる。旅行業者代理業は、特定の旅行業者代理した旅行商品の販売を行うことができる。

近年は、消費者保護の観点から旅行業者への苦情処理への対応や、契約書への旅行者保護の条項明記、事故時への対応や補償についても法律で明記させている。

また、インターネットによるネット販売は、国内・海外ともに前年に比して10％以上伸びており、中小の

旅行業社の経営は大変厳しいものとなって来ている。

　大阪府の旅行業者数は、第１種57社、第２種160社、第３種585社、旅行業者代理業83社が立地している。第１種の大手旅行業者は東京に集中しており、全国比ではそれぞれ、7.5％、5.7％、9.8％、9.2％であり、全国第２位となっている(大阪府観光課平成22年度)。

　旅行需要は落ち込んだ後、回復

主要旅行業者の旅行取り扱い状況速報によると、平成23年３月分は、日本と諸外国を結ぶ航空便の一部で運航が取り消されたこともあり、海外旅行は前年同月比10.2％減、外国人による訪日旅行は同34.7％減、国内旅行は主な被災地である東北方面のツアーはもとより、西日本方面から首都圏方面へのツアーキャンセルが相次ぎ同31.5％減となった。

　４月分は海外旅行が前年同月比11.3％減、外国人訪日旅行は同77.0％減、国内旅行は同26.7％減となった。しかし、その後は持ち直しており、関西地域は、大手、中小旅行業者ともに７月以降は、ほぼ前年並みに戻ってきている。特に8月以降は急速に進んだ円高の影響もあり海外旅行は前年を上廻っている。
震災関連では、東日本大震災支援東北ツアーが７月、８月の夏祭りシーズン、秋の紅葉シーズンに関西でも各ツーリズム協会で取り組まれており、ボランティアを兼ねたツアーもみられる。

　関西では、３月12日の九州新幹線開通により、九州方面への旅客数が、４月、５月で前年同期比130％と大幅に伸びており、国内旅行は30％の伸びであった。東京方面はディズニーランドが一時閉鎖されていたこともあり、震災以前と比較して戻っていない。

　今後の見通し

　海外からの訪日で、中国からの観光客は個人ビザの要件緩和による効果で個人は戻りつつあるが、福島の原発事故による放射能に対する反応が強く、団体客は戻っていない。中国からの観光客は韓国、アジアの国々に流れている。中国からの観光客を取り戻す方策が国を挙げて取り組まれており、日本の旅行社(１社)に対し、中国人への誘客営業許可が下りた事により、今後中国からの誘客が期待される。

　台風12号による、和歌山、奈良、三重(南部)の被害は甚大で、道路や鉄道が寸断され観光地に大きな被害が出ており、和歌山、奈良への誘客キャンペーンを各

ツーリズム協会で検討されており、関西全域で支援の

対応が進むと想定される。

　外国人の訪日旅行については、関西空港へのLCC(格安航空会社)誘致が進んでおり、海外旅行は円高基調の状況もあって、前年比で伸びるものと想定される。

                                    （江原　均）
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平成23年１月 9.8 4.3 22.3 6.4

２月 9.2 2.8 24.1 5.3

３月 -10.2 -31.5 -34.7 -23.8

４月 -11.3 -26.7 -77.0 -22.1

５月 -12.9 -16.9 -60.4 -16.0

６月 -11.6 -10.0 -45.7 -11.0

１～６月計 -5.5 -14.3 -40.3 -11.4

７月 -1.9 -7.6 -28.5 -5.8

８月 2.3 2.0 -40.5 1.7

主要旅行業者総取扱額の前年同月比、前年同期比（％）

資料：ＪＡＴＡ（社団法人　日本旅行業協会）

　　　原資料は観光庁観光産業課作成。

（注）対象は主要旅行業者58社。


